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   ※本システムが実行できるのは、Internet Explorer 4.0以上のブラウザがインストールされている
　  Windows95/98、NT4.0が稼働しているパーソナルコンピューターです。あらかじめご了承ください。

（関東技術事務所 変更・更新用）

申請書類作成マニュアル
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～新技術情報提供システム～

●NETIS申請情報の追加や訂正等を行う場合に使用する書類です。●
　・追加や訂正等する箇所の記述を行う際は、必ず本マニュアルを参照して下さい。
　（※変更・更新の対象外の箇所については、本マニュアルの書き方で見直す必要はありません。）
　・簡易な追加や訂正等を行う場合であっても、必ず本マニュアルを参照して下さい。
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新技術情報入力システムのインストール手順

　インストーラーを起動して、新技術情報入力システム（Ver.7.・・・)をハードディスクにイン
ストールします。ハードディスクの空き容量が２MB以上必要です。
　以下にインストール方法の一例を示します。

１．エクスプローラーを起動します。

２．フロッピーディスクに"ディスク１"をセットしてください。

３．エクスプローラーでフロッピーディスクドライブを選択してください。フロッピーディスクド
　　ライブをクリックするとディスクの内容が表示されます。

１０．提出書類一覧 ・・・　ｐ．２９

４．フロッピーディスクの中にある"Setup.exe"をダブルクリックしてください。新技術情報
　　入力システムのインストーラーが起動します。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです
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５．新技術情報入力システムのインストーラーが起動します。（インストーラーが起動した
　　画面）

・・・　ｐ．２９

６．画面の表示にしたがって、入力システムをインストールするフォルダーなどを指定し
　　てください。（基本的に、"次へ"を選択して進んでください。）

７．途中でディスクの差し替えのウィンドウが表示されます。フロッピーディスクドライブに
　　入っているディスクを抜いて、"ディスク２"を入れ、O.K.を押してください。再度、差し替
　　えウィンドウが表示されたら"ディスク３"に差し替えてから、O.K.を押してください。

８．インストールが完了したら、"完了"ボタンを押してください。これで新技術情報入力シ
　　ステムはインストールされました。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです
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 １．Windowsのタスクバーより、"スタート"→"設定"→"コントロールパネル"を選択してく
　　　ださい。

 ２．"アプリケーションの追加と削除"を選択してください。

 ３．"新技術情報入力システムVer7"を選択して、"追加と削除"ボタンを押してください。

１０．提出書類一覧 ・・・　ｐ．２９

※このときに、WindowsのSystemフォルダからいくつかのファイルを削除するかどうか尋ねてきますが、す
べて"いいえ"を選択することをおすすめします。
  他のアプリケーションがこれらのファイルを共有して使用している可能性があり、削除するとそれらのアプ
リケーションが動作しなくなる場合があります。
　逆に、これらのファイルがSystemフォルダに残っていても他のアプリケーションに影響はありません。

 ４．これで新技術情報入力システムは削除されました。

※新技術情報入力システムは削除されましたが、フォルダの中にはファイルが残っている場合があります。
インストール先のフォルダを削除してください。
例）"C:\Program Files\NetisINP"（デフォルトのフォルダ名）

新技術情報入力システムの削除（アンインストール）の方法

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです
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 　新技術に関する情報を新技術情報提供システム（以下、「NETIS：ネティス」と呼ぶ）に登
録するためには、新技術情報入力システム（以下、「本システム」と呼ぶ）を使って「新技術
情報（新技術概要説明情報）」、「活用効果の算出根拠」のデータが必要です。
　本システムの使い方を以下に説明します。

　※本システムが実行できるのは、Internet Explorer4.0以上のブラウザがインストールされてい
　るWindows95/98、XP、NT4.0が稼働しているパーソナルコンピューターです。あらかじめご了承
　ください。

 １．入力システムの起動方法
　　　"スタート"メニューから、以下の手順で"新技術情報入力システム"を選択してくださ
　　　い。本システムが起動します。

　"スタート"→"プログラム"→"新技術情報入力システムVer.7"→"新技術情報入力システム"

１０．提出書類一覧 ・・・　ｐ．２９

新技術情報入力システムの使用方法

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです
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メニュー画面

　　　　　＊ FD ＝ フロッピーディスク

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

新規のデータを
作成できます

「入力されてい
る新技術一
覧」にて選択し
たデータの内
容を編集でき
ます。

新技術一覧にて選
択した技術をFD等
に提出用ファイル
としてデータを落と
します。
（１技術のみ） 一度、FD等に落とした

データを再度読み込ま
せることができます。

「入力されている新技術
一覧」にて選択した新技
術情報を削除できます。
（一度削除したデータを復
帰することはできません）

編集及び提出したい
技術名の上にて
一回左クリックをする
と選択されます。
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名称・分類等（その1）

重　要

＜キーワード・開発目標・活用の効果の整合＞＊上記３項目の内容を下記表を参照し整合を取って下さい

品質 安全・安心
自由記入に

記入
キーワード コスト

自由記入に
記入

活用の効果

経済性の向上

経済性の向上

その他に記入

工程の短縮

開発目標

品質の向上

安全性の向上

安全性の向上

省力化・省人化
施工精度
の向上

施工性の向上

品質・耐久性
の向上

活用の効果の中
から該当するも

のを選択

環境・景観
リサイクル

伝統・歴史
文化

環境の向上

その他に記入

活用の効果の中
から該当するも

のを選択

情報化

作業、周辺、地球
環境への影響抑制
省資源・省ｴﾈﾙｷﾞ

ﾘｻｲｸﾙ性向上

開発目標の中か
ら該当するもの

を選択

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

技術の用途等を明確にし
た「技術副題」を記入して
下さい。
　例：コンクリート構造物の
　　　 漏水部止水工法

各項目に記入後は
「保存」のボタンを
押してから「メニュー」
へ戻って下さい。

　分類を選択して下さい。
　分類1には評価対象とす
る分類を選定して下さい。
最大5分類まで入力可能で
す。
　分類は官側でチェックを
行い、開発者に修正願う場
合があります。

提出する新技術の名称をフ
ルネームで記入して下さい。
例：ABC工法
（注）技術名称は基本的に
変更できません。
商標登録されていないか、
既にNETISに登録されてい
る技術名称と同一でないか
を確認して下さい。
また、名称に新をつけたり
型番や会社名を入れないで
下さい。
技術名は、様式1,3,4と統一
されたものとします。

「開発目標」のカテゴリーの
選択は最大３つまで
選択して下さい。

「キーワード」の選択は
あてはまる項目を
最大３つまで選択して下
さい。
また自由記入の欄には、
提案技術を端的に表現す
る言葉を３つまで記入す
ることができます。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

　技術開発年は、申請技術
が実験等により成立性が確
認され、公共工事等での実
用が可能と判断された年を
記入して下さい。
　開発年は実験等実施の日
付や施工実績の日付と整
合させましょう。
実験→開発→施工実績

例　実験等実施　2006年
　　　　　　　　↓
　　　　開発年　2007年
　　　　　　　　↓
　　　施工実績　2008年

検索されやすくするため、
文章ではなく簡潔に単語な
どで記入して下さい。

　工法、材料、機械、製品、
システムから選択して下さ
い。

「情報提供の範囲」は、提
案技術が将来NETISに登
録された際に、希望する情
報公開の範囲を選択して
下さい。
基本的に「一般」となりま
す。
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名称・分類等（その2）

※　問合せ先の内容は、間違いがないように十分確認してください。
※　開発体制が共同開発の場合、共同開発企業間の同意書（様式自由）を
　　提出していただきます。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

「問い合わせ先」
技術：提出技術に対し
て、その内容及び技術
的対応可能な会社名等
を記入して下さい。
営業：実施に当たって対
応する会社名等を記入
して下さい。

　申請者と開発者が異
なる場合は、同意書（自
由様式）を別途添付して
下さい。

「開発体制」は、単独か
共同研究のうち１つを選
択して下さい。
【民・民共同】とは民間同
士の共同開発。
【民・官共同】とは民間と
官の共同開発。
【民・学共同】とは民間と
学術機関の共同開発。

「開発会社」は、提出技術を開
発した会社名（正式な会社名称
を記入）とし、複数の場合は該
当する会社名を全て記入して下
さい。
複数記入する際、会社名と会社
名との間に「，（区切り）」を記入
して下さい。

その他：共同開発または営業
関連企業を記入して下さい。
４０件まで追加出来ます。
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概要（その1）

※　従来技術に関してですが、【アブストラクト・概要②・活用の効果・様式3，4】
　　で記述する従来技術は統一させてください。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

提出技術がよくわか
るように写真（原則的
にカラー）を必ず使用
して下さい。
選択ボタンを押すと
下記のような画面が
出て画像ファイルを選
択できます。
下記の＊注意＊1～5
を参照して下さい。

この欄に写真タイトルを必ず記入して
下さい（全角では25文字以内）。

提出技術がよくわか
るように写真（原則的
にカラー）を必ず使用
して下さい。
選択ボタンを押すと下
記のような画面が出
て画像ファイルを選択
できます。
下記の＊注意＊1～5
を参照して下さい。

作表ができます。
途中で行や列の挿入
はできません。
（２０列×２０行まで）

「アブストラクト」には、
概要・新規性及び期待さ
れる効果で記述した内容
を下記の要領でまとめて
下さい。
「本技術は（概）①で、
従来は（概）②で対応して
いた。
本技術の活用により（新）
②が期待出来る」
　

（概）･･･概要
（新）・・・新規性及び期
　　　　　　待される効果

☆必ず様式2の書き方
のポイントP4を参照し
ながら記入して下さ
い。

「概要」には、技術の開発目標、用途、導入
効果がわかるように、以下の点に対して箇
条書きで簡潔に記入して下さい。
下記の＊注意＊６を参照して下さい。

①何について何をする技術なのか？
②従来はどのような技術で対応していたの
か？
③公共工事のどこに適用できるのか？

☆必ず様式2の書き方のポイント
P2を参照しながら記入して下さい。

★また追記の必要がある場合は③まで書
き終えてから記述してください。

注意
この文章をそのまま
記述しないで下さい。

＊注意＊
１　写真や図などは、JPEG あるいは GIF 形式の画像ファイルを使用して下さい。
２　画像ファイルの大きさは１８５Kバイト以内にして下さい。
３　画像の横は最大６００pixel以内、縦は１０００pixel以内にして下さい。　＊縦A４サイズで出力できます。
４　図面を利用する場合はプリントアウトした時に文字や数字がはっきり分かるものを使用して下さい。
５　必ず写真タイトルを入れて下さい。（全角では25文字以内）
６　既に記載されている項目に対し、改行してから文章を書き始めること。データの再読み込みで
　　①②③等の項目が消えてしまった場合は、これらの項目をそのまま記述してから、行を変えて必要
　　事項を記入して下さい。

どのような効果が期待できるか、以下の
点について、その概要を箇条書きで簡潔
に記入して下さい。
下記の＊注意＊６を参照して下さい。

①どこに新規性があるのか？（従来技術
と比較して何を改善したのか？）
②期待される効果は？（新技術活用のメ
リットは？）

＊①の記述に対して②の記述が対応す
ること。

＊改善点を可能な限り定量化して下さ
い。

☆必ず様式2の書き方のポイント
P3を参照しながら記入して下さ
い。

★また追記の必要がある場合は②まで
書き終えてから記述してください。
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概要（その2）

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

技術として成立する為に最低限
必要な基準や管理値・規格値及
びその引用元を記入して下さ
い。
下記の＊注意＊1を参照して下
さい。

①適用可能な範囲
　施工量・規模・地域等
②特に効果の高い適用範囲
　①の中で特にメリットの高い条
件を具体的に記述して下さい。
　技術のｱﾋﾟｰﾙﾎﾟｲﾝﾄと整合する
ようにする。
③適用できない範囲
　適用できない理由を明確に記
述する。
④適用にあたり、関係する基準
およびその引用元
　土木共通仕様書やその他基
準類等。
＊発行年・発行元、項目、頁数
も記述してください。
＊協会のマニュアル等は記載
する必要はありません。
例　「○○○基準」
　　　（○○○協会　H20年度）

・記載事項が無い場合には、
　「特になし」と記述して下さい。

「留意事項」では、提出技術を施工
あるいは使用するにあたって、現時
点では確認が不十分な事項及び条
件によっては不確実性がある事項
を記入して下さい。
＊申請する技術特有の留意事項を
記入して下さい。
＊従来技術でも該当する一般的な
ものは改めて記入の必要はありま
せん。
下記の＊注意＊1を参照して下さ
い。

①設計時
　設計条件として必要な事項
②施工時
　施工条件として必要な事項
③維持管理等
　維持管理条件として必要な事項
④その他
　特許使用料の有無や知的財産と
なる内容やその他、留意事項

・記載事項が無い場合には、
　「特になし」と記述して下さい。

☆必ず様式2の書き方のポイ
ントP6を参照しながら記入し
て下さい。

「適用条件」には提出技術の施工、
使用上の制約を記入して下さい。
下記の＊注意＊1を参照して下さい。

①自然条件
　自然条件に関する制約
（気温や気象等）
②現場条件
　作業スペースや支障物等の制約
（作業スペース ○○㎡、機械の大き
さ○○m×○○m、施工場所等）
③技術提供可能地域（※）
④関係法令等
　法令上厳守しなければならない条
件
＊発行年・発行元も記述してください
＊労働安全衛生法等は特に記述し
なくても構いません。
＊基準書等は記載しないこと。

・記載事項が無い場合には、
　「特になし」と記述して下さい。

＊注意＊
　１　既に記載されている項目に対し、改行してから文章を書き始めること。データ
　　の再読み込みで①②③④等の項目が消えてしまった場合は、これらの項目をそのまま
　　記述してから、行を変えて必要事項を記入して下さい。

（※）「技術提供可能地域」として、新技術を適用出来る地域について
具体的な都道府県名等と簡単な理由を記述して下さい。制約がない
場合は、「技術提供地域については制限無し」としてください。
例）
　　・技術提供地域については制限無し
　　・プラント設置地区に限る（山梨県、静岡県、愛知県、
　　　千葉県（平成○○年○月現在））
　　・九州地区限定（現在運搬可能地域）
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従来技術との比較

何が向上したのか、何が低
下したのか等の何にあたる
部分を具体的に（全角３０
文字以内）記述して下さ
い。

（例）
　安全性が向上した場合
　　　　　　　↓
　　　落下事故が減少

技術のアピールポイントは、従来技術で対応しきれ
なかった、あるいは課題があった等に対し、本技術
の有効性を箇条書きで簡潔に記述して下さい。

「施工単価」には、提出技術
の施工単位当たりの単価、価
格損料等のいずれかがわか
るように記入して下さい。
施工条件等により価格が変わ
る場合には、一般的な施工条
件で、標準的な規模で施工し
た場合、あるいは使用した場
合の積算条件・施工条件及
び単価価格等を具体的に記
入して下さい。
積算した年度を記入して下さ
い。
貴社での歩掛りがある場合、
歩掛りがわかる資料を提出し
て下さい。

＊ここで記入される金額は、
内訳で記入された金額との整
合を図って下さい。

＊従来技術に対しての比率
（縮減率等）での記入は不可
とします。また、物価資料、見
積もりによるといった表現も不
可とします。

歩掛の有無を該当する
ものに、チェックを入れ
てください。

施工の手順が分かるように
フロー図・写真・図面を記載
し分かりやすく表現して下さ
い。
施工管理基準がある場合、
品質出来形管理基準がわ
かる資料を提出して下さい。

この欄に写真タイトルを
必ず記入して下さい。
（全角では25文字以内）

「今後の課題とその対応計
画」では、提出技術について
今後取り組んでいく事項及
びその方向性について記入
して下さい。
※既に記載されている下記
の項目に対し、改行してか
ら文章を書き始めること。
データの再読み込みで①②
の項目が消えてしまった場
合は、これらの項目をその
まま記述してから、行を変え
て必要事項を記入して下さ
い。
①課題
②計画
＊課題に対して計画が対応
するように記述すること。

比較の対象となる
「従来技術名」を挙げて下さ
い。
（注）「比較する従来技術は
　なし」は不可とする。
(注)過去に自社で開発され
　たものとの比較は不可。
＊既存のNETIS登録技術か
　ら選定しないこと。
＊工法・機械については
　「土木工事標準積算基
　準」に示されているもの
　から選択して下さい。
＊材料については　一般的
　に使用されているものか
　ら選定し、施工を含めて
　比較して下さい。
※従来技術は【アブストラク
ト・概要②・様式3，4】と整合
させて下さい。

☆必ず様式2の書き方のポ
イントP5を参照しながら記入
して下さい。

コストタイプは「コストタイプ
の選択」をクリックして「新
技術のコストタイプ」の画面
で選択する。
＊コストタイプについては、
P17を参照して下さい。

各項目について従来技術
と比較して該当するものを
３段階の内から必ず１つ選
んで下さい。
(注)その際、その根拠とな
る資料も添付して下さい。
※キーワード、開発目標と
整合させて下さい。

☆必ず様式2の書き方のポ
イントP7を参照しながら記入
して下さい。

経済性、工程の変化値については、従来技術名の横にあ
る「活用の効果の根拠」に必要事項を記入してください。
「活用の効果の根拠」にて算出された値が変化値として自
動的に表示されます。
なお、経済性については必ずイニシャルコストで計算してく
ださい。サイクルコストで向上する場合などは、比較のポイ
ントに詳細を記述してください。P11を参照して下さい。

☆必ず様式2の書き方のポ
イントP6を参照しながら記
入して下さい。
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活用の効果の根拠

重　要

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

基準とする数量と単位を
記入して下さい。

「工程」の変化値は日数を記入して下さい。
変化値が自動計算され左記の表と様式１の
「活用の効果」に表示されます。
注）０日となっていないことを確認してください。
新技術、従来技術とも工程が同じでも０日は
不可です。

「経済性」の変化値は下記の
「新技術の内訳」と「従来技術の内訳」に
記入すると自動計算され
左記の表と様式１の「活用の効果」に
表示されます。

＊条件付きで、比較を
する場合は、摘要欄に
その条件を記入して下
さい。

注）０円となっていない事
を確認して下さい。

一式表示は避けて
下さい。
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施工実績等（その1）

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

「国土交通省以外の施工実
績件数を記入して下さい。
「その他公共機関」とは、地
方自治体、NEXCO、公団、
公社に加え、ＮＴＴ、ＪＲ、第３
セクターを指します。

「施工実績」では、提出技術
の実績件数を記入して下さ
い。
なお、実績とは、独自の実
証実験であっても、想定され
る現場条件と同等条件化で
ある場合、所定の出来形・
品質が確認されることをもっ
て工事実績と同等であると
します。
実績件数が無い場合は
０件と記入して下さい。
実績件数は、元請けが国土
交通省（旧：建設省）、その
他公共機関、民間等である
か否かで判断します。

各項目に記入後は「保
存」のボタンを押してか
ら「メニュー」へ戻って下
さい。

CORINS登録番号は、できる限り
確認し記入して下さい。
建設業許可番号　8桁
CORINS番号　4桁-5桁
例　12345678-1234-12345
※H21.8.18以降に登録されたも
のは、以下のようになります。
建設業許可番号　8桁
CORINS番号　10桁
例　12345678-0123456789

＊「実績」記入についての注意＊
実績件数に記入した施工実績を
全て「施工実績の内訳」に記入し
て下さい。
（必ず実績件数と施工実績との整
合性を取って下さい）
ただし、件数が多く２０件を越える
場合は、最新のものより代表的な
ものを２０件記入するようにしてく
ださい。
施工実績の施工期間ですが、開
発年や実験等実施の日付と整合
させましょう。
　実験→開発→施工実績
　
　　　例　実験等実施　2006年
　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　開発年　2007年
　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　施工実績　2008年

施工期間は、元請け工事の
施工期間を記入して下さ
い。
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施工実績等（その2）

※新技術入力システムの不具合について②※
変更・更新される場合、「新技術情報入力システム」のバージョンが、Ver.7.600以前で作成されていたデータを最新の「新技術情報入力システム」で取り込
んでしまうと、下記の赤枠の部分に旧バージョンで入力されていたデータが残ってしまいます。（例：変更・更新前（申請時）に、出願中で出願番号等を記入
されていた場合、その内容が残ってしまいます。）よって、変更・更新の際は、最新の「新技術情報入力システム」でデータは取り込まず、別ウィンドウで「新
技術情報入力システム」を立ち上げ、新規作成を選択し全て入力し直して下さい。（旧データ用のウィンドウと新データ用のウィンドウを２つ立ち上げ、旧
データから１つずつコピーし、貼り付けされると良いでしょう。）
なお、今後、システムの改善を行う予定になっております。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

「その他の制度等による証明」
とは、他省庁で行っている制度
を指します。

「建設技術審査証明」とは、
建設技術審査証明協議会
の会員である１５の公益法
人による技術審査及び証明

特許番号
・出願番号、公開番号、特許番号を
記入して下さい。
例）　特願平○○-○○○○○○
例）　特許第○○○○○○○号

実施権
・専用実施権、もしくは通常実施権の
どちらかを選択して下さい。

特許権者
・通常実施権の主な保有者又は実施
権許諾の主な用件
例）　A建設

実施権者
・実施許諾の保有者
例）　B建設、他社へ許諾しない、不
特定、等

特許料等
・実施許諾に伴う費用等
例）　他社による実施の場合は、通
常の施工費と別に施行指導料\○○
/式、特許使用料\□□/㎡が必要

実施形態
・施工に伴う注意点等
例）　元請にて自ら施工、元請もしく
は下請にて自ら施工、他社による施
工可、他社へ幅広く販売、等

問合せ先
・電話番号等
例）　○○-○○○-○○○○

※新技術入力システムの不具合について①※
特許番号又は出願番号を記入し、特許「有り」又は
「出願中」を選択しても、出力画面では、特許の欄の
「有り」又は「出願中」にチェックされず、「無し」にチェッ
クされてしまいます。これは、システムの不具合になり
ますので、そのままで結構です。
今後、システムの改善を行う予定になっております。

「特許・実用新案」につい
て補足説明などが必要な
場合は、ここに記入して下
さい。

「特許・実用新案」の有
無、出願状況について、新
技術情報の提出時点で選
択し記入して下さい。「特
許」が複数ある場合は、最
大5件まで記載できます。

民間開発技術審査・証明
事業において評価・証明さ
れた技術について証明項
目、試験・調査内容、結果
を記入して下さい。
追加ボタンを押すと記入で
きます。

「国土交通省（旧：建設省）
が実施している建設技術
評価制度、民間開発技術
審査・証明事業において
評価・証明された技術につ
いて、該当する個所に記
入して下さい。

「建設技術評価」とは、昭
和５３年建設省告示第９７
６号に基づいて、国土交
通省（旧：建設省）が開発
課題を提示し、それに対し
て民間が開発する技術を
建設技術評価委員会の結
果を受けて国土交通大臣
が評価を与えた技術を指
します。

各項目に記入後は
「保存」のボタンを押してか
ら「メニュー」へ戻って下さ
い。

-13-



施工実績等（その3）

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

実験の実施状況写真を掲
載して下さい。
下記の＊注意＊を参照して
下さい。

各項目に記入後は
「保存」のボタンを押し
てから「メニュー」へ
戻って下さい。

この欄に写真タイトルを
必ず記入して下さい（全
角では25文字以内）。

「添付資料」では、提出技術
について、技術の成立性、
適用性等を確認するための
実験資料、積算資料等があ
ればその資料を示す名称を
記入して下さい。
・パンフレット・学会等で発
表した論文（コピー可）等も
添付資料に含む。

＊様式3で記載する「添付
資料名・番号」の記述と整
合させて下さい。
＊添付資料はNETIS閲覧
者の要望に応じ開示できる
ものとします。開示できない
ものはここでの記述は必要
ありません。
＊提出して頂いた資料は、
ご返却致し兼ねますので
ご了承下さい。

「参考文献」では、「添付
資料」以外で、提出技術
において参考とした文献
を記入して下さい。

＊注意＊
１　写真や図などは、JPEG あるいは GIF 形式の画像ファイルを使用して下さい
２　画像ファイルの大きさは１８５Kバイト以内にして下さい
３　画像の横は最大６００pixel以内、縦は１０００pixel以内にして下さい
　　　＊縦A４サイズで出力できます
４　図面を利用する場合はプリントアウトした時に文字や数字がはっきり分かるものを
　　使用して下さい
５　必ず写真タイトルを入れて下さい（全角で25文字以内）

写真は最大3枚まで添付
できます。

「実験等実施状況」では、
提出技術の成立性、適用
性等を確認するために、ど
のような試験を実施し、ど
のような結果が得られたか
代表的な実験結果を図表
により定量的に説明して下
さい。
また、その結果が従来技術
あるいは技術基準と比較し
て、どのような結果が出た
かも記入して下さい。
＊日付、場所、目的、実験
方法、結果、考察を明確に
すること。
＊実験日に関して、開発年
や施工実績の日付と整合
させること。
実験→開発→施工実績

例　実験等実施　2006年
　　　　　　　　　↓
　　　　開発年　2007年
　　　　　　　　　↓
　　　施工実績　2008年

☆必ず様式2の書き方のポ
イントP5を参照しながら記入
して下さい。
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プレビューと印刷

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

一括印刷または
タブ毎の印刷が
できます。
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コストタイプ別グラフ
　 　

　
　

　

＊Ｄ（Ⅰ、Ⅱ）型については、「１年、３年、５年、１０年」とｻｲｸﾙｺｽﾄ比を記述する。

これは関東技術事務所申請者用マニュアルで
す

これは関東技術事務所申請者用マニュアルで
す

これは関東技術事務所申請者用マニュアルで
す

新技術
従来技術

Ａ（Ⅰ）型

０ 施工量

コスト

０ 施工量

コスト

Ａ（Ⅱ）型

平行型：Ｂ

Ｂ（＋）型

０ 施工量

コスト

０ 施工量

コスト

Ｂ（－）型

発散型：Ｃ

Ｃ（－）型

０ 施工量

コスト

０ 施工量

コスト

Ｃ（＋）型

プラント設置など
の初期投資に費
用がかかるが、施
工量が増せば、単
位あたりの単価が
安くなるパターン

＊残土処理技術
など

導入の時点から
単価差があり、施
工量にかかわら
ず、その差に変化
がないパターン

＊施工機械の違
いによる技術など

導入時の単価差
の有無に関わら
ず、施工量に比例
して単価差が増す
パターン

＊材料や製品を
含む技術など

００

Ｄ（Ⅰ）型

期

コス

期間

コスト
ｻｲｸﾙｺｽﾄ型：

Ｄ（Ⅱ）型

基本的にはＡタイ
プと同様であるが
初期投資コストと
経年との関係でｻ
ｲｸﾙｺｽﾄとしての
特性を表すパター
ン

＊維持管理が関
係する技術など

損益分岐点
型
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①メニュー画面の「提出用ファイル作成」ボタンをクリックしてください。

②保存場所を指定して、「保存」をクリックしてください。

③「○○○.lzh」のファイルが出来ました。

④提出の際は、この「○○○.lzh」という圧縮ファイルをお送り下さい。

提出用ファイルの作成の仕方

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

これは関東技術事務所申請者用マニュアルです
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【区分】　　レベル１－レベル２ 詳細説明資料記入例　（工法）　（材料） 様式３

技術の名称 技術名称

開発会社名

ＮＥＴＩＳ登録番号 □登録済み：登録番号【　　　　　　　　　　　　　】　　　　　□未登録

申請先の地方整備局

分類 〔レベル１：　　　〕、〔レベル２：　　　〕、〔レベル３：　　　〕、〔レベル４：　　　〕

使用可能な工事の種類 その他

備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞ 従来技術積算条件 申請技術積算条件 申請技術の積算方法
添付資料名・番号
（根拠データ等）

従来技術引用元

イニシャルコスト

その他

トータルコスト

備考

中 小 ①現行基準値等 ②現行基準との比較＜結果＞
③申請技術について実証により
確認した数値等

④従来技術との比較＜結果＞ ⑤申請技術の数値採取条件 ⑥実証方法・機関
⑦添付資料名・番号
（根拠データ等）

⑧基準値等の引用もと

構造

施工段階

※仮設工については施工段階の安
全性は含まない。

物性

形状

能力

材料

施工

完成物

合理化

現場条件

適用範囲

自然条件

施工管理

難易度

社会環境

作業員環境

独自基準等の有無 技術指針、設計基準等 有無他（　　　）

積算基準等 有無他（　　　）

施工管理基準等 有無他（　　　）

その他

申請者記入欄の語句の定義

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

比較対象とする従来技術

選定理由

評価項目 申請者記入欄

大

経済性

ランニングコスト

評価項目 申請者記入欄

大

安全性

※労働安全衛生法上の安全性
等は含まない。

耐久性

品質・出来形

施工性

周辺環境への影響

その他

「現行基準値等」： 基本事項で入力した「使用可能な工事の種類」に応じた現行基準値。＜場合により、自社設定値、製造基準値等、品質管理値　＞

「申請技術について実証により確認した数値等」： 評価項目毎の申請技術の数値等、内容、同要点説明

「現行基準との比較」： 「申請技術について実証により確認した数値等」を「現行基準値等」と比較した結果。また、「現行基準値等」に採取条件があり、「数値採取条件」と異なる場合は、その比較結果も入力。文章の場合は要旨。

「従来技術との比較」： 技術開発者が想定している従来技術の数値等との比較内容。

「申請技術の数値採取条件」： 「申請技術について実証により確認した数値等」を採取したときの条件。

「実証方法・機関」： 「申請技術について実証により確認した数値等」の実証方法と確認した機関名。（公共試験機関、自社）

「添付資料名・番号（根拠データ等）」： 「申請技術について実証により確認した数値等」の根拠となる申請時添付資料の資料番号とその資料名およびページ番号。

「基準値等の引用もと」： 「現行基準値等」が掲載されている引用元と、その数値が掲載されている箇所まで具体的に記述。

　☆様式３を作成する際は、申請マニュアルP.24～P.27、様式３の
書き方のポイントを参照して下さい。
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これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

【詳細説明資料（様式３）の作成】

１，対象とする従来技術〔工法名、理由〕
※工法に限らず、製品、材料、機械、システムに共通
・原則として『国土交通省　土木工事積算基準』に該当する工法を選択する事とする。
・最終的に出来形（結果）が同一となる物を選択する事とする。
・同業他社、又は自社の技術（新技術）を比較対象としてはならない。
・様式2,4で記載するものと統一すること。

【評価項目：経済性】

２，従来技術のコスト
・技術概要説明資料（様式２）の「活用の効果の根拠」項と同一とする。
・単位数量を明確にした物を記述する。
【例】　５５，０００円／１００㎡

３，申請技術のコスト
・技術概要説明資料（様式２）の「活用の効果の根拠」項と同一とする。
・単位数量を明確にした物を記述する。
【例】　４８，０００円／１００㎡

４，従来技術との比較〈結果〉
・技術概要説明資料（様式2）の「活用の効果」項と同一とする。
【例】　１２．７％向上

５，従来技術積算条件
・技術概要説明資料（様式2）の「施工単価」で記された、積算条件・施工条件を
記述して下さい。（地質、機種、施工量、規模等積算上必要と思われる条件）
【例】　改良幅　□ｍ　改良厚　○○ｍｍ　施工延長　△△ｍ

６，申請技術積算条件
・技術概要説明資料（様式2）の「施工単価」で記された、積算条件・施工条件を
記述して下さい。（地質、機種、施工量、規模等積算上必要と思われる条件）
【例】　改良幅　□ｍ　改良厚　○○ｍｍ　施工延長　△△ｍ

７，申請技術の積算方法
・積算額をどのように算出したかを記述して下さい。
【例】　自社歩掛

８，添付資料名・番号（根拠データ等）
・「申請技術のコスト」で記載された金額について確認できる資料として下さい。
・添付する資料の右上に通し番号をつけて、その番号に対応する資料名と資料番号を記述すること。
・添付資料名は、技術概要説明資料（様式2）の「添付資料」と同一とする。
・尚、開示できないものは参考資料などとする。
【例】　【参考資料１】○○○工法工事価格表（積算）
　　　　【添付資料１】『国土交通省　土木積算基準』（平成○○年度版）P.○～△△
　　　　【添付資料２】『建設物価』（平成○○年○月号）P.△△△

９，従来技術引用元
・従来技術の積算に際し、引用された発行物名または、協会・自社資料等が分かるよう
名称・発行年・号・頁を記述して下さい。
・原則として『国土交通省　土木工事積算基準』、『建設物価』、『積算資料』より引用する。
また場合によっては、各工法協会等で発行する積算資料も可。
【例】　『国土交通省　土木積算基準』（平成○○年度版）P.○～△△
　　　　『建設物価』（平成○○年○月号）P.△△△
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これは関東技術事務所申請者用マニュアルです

【詳細説明資料（様式３）の作成】

【評価項目：安全性、耐久性、品質・出来形、施工性、周辺環境への影響等に共通】

①現行基準値等
・『土木工事共通仕様書』や、『道路橋示方書』等示方書、便覧、指針・同解説等より
申請技術が満たさなければならない基準を抜粋し記述して下さい。
【例】　△△強度　◇Ｎ／ｍｍ2
・尚、標準的な基準が整備されていない様な場合は、開発時に協会や自社で掲げた規定値、目標などを
基準値、規格値とし記述しても構いません。

②現行基準との比較〈結果〉
・現行基準と申請技術の比較結果を、適合・不適合で記述して下さい。

③申請技術について実証により確認した数値等
・「①現行基準値等」で記された基準を、申請技術が満たしているか実証により確認された内容を
できるだけ定量的に記述して下さい。
【例】　△△強度　◇Ｎ／ｍｍ2であることを確認した。

④従来技術との比較〈結果〉
・申請技術と従来技術の比較結果を、向上・同等・低下で記述し、その理由も記述して下さい。
【例】　従来よりも△△強度が増加するので向上

⑤申請技術の数値採取条件
・申請書類に記された数値が、どの様な条件下において得られた物かを記述する。
【例】　○○mm×○○mmの試験体で△△強度を測定

⑥実証方法・機関
・「③申請技術について実証により確認した数値等」の実証方法と確認した機関名の両方を記述して下さい。
（公共試験機関や自社等）
【例】　△△試験　(財)○○試験センター

⑦添付資料名・番号〈根拠データ等〉
・「③申請技術について実証により確認した数値等」で記された内容を確認できる資料として下さい。
・添付する資料の右上に通し番号をつけて、その番号に対応する資料名と資料番号を記述すること。
・添付資料名は、技術概要説明資料（様式2）の「添付資料」と同一とする。
・尚、開示できないものは参考資料などとする。
【例】　　【添付資料３】　試験結果一覧　P.○
　　　　　【参考資料２】　△△△△要覧　P.○

⑧基準等の引用もと
・「①現行基準値等」で記された基準が、どの書物・文献から引用されたものなのか分かるように
名称・発行年・号・頁を記述して下さい。
・『土木工事共通仕様書』や、『道路橋示方書』等示方書、便覧、指針・同解説等を指す。
【例】　『土木工事共通仕様書　○－○－○　□□』平成○○年板　P.△△～◇◇
【参考】申請技術の基準が、どの様な文献に掲載されているか判断出来ない場合は、
「土木施工管理必携　土木工学編」（財）全国建設研修センター建設研修調査会発行
により、該当工種を検索し、その項の「参考文献」に記載されている文献を参照する
方法が有ります。
・尚、①を協会や自社で設定した基準にした場合は、協会基準や自社基準などとしても構いません。
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【区分】　　レベル１－レベル２ 詳細説明資料記入例　（工法） 様式３

技術の名称 ○○○工法 技術名称 ××××工法

開発会社名 株式会社△△

ＮＥＴＩＳ登録番号 □登録済み：登録番号【　　　　　　　　　　　　　】　　　　　■未登録

申請先の地方整備局 関東地方整備局　関東技術事務所

分類 〔レベル１：建築設備（機械）〕、〔レベル２：給排水衛生設備工事〕、〔レベル３：　　　〕、〔レベル４：　　　〕

使用可能な工事の種類 道路改良工事 その他

備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞ 従来技術積算条件 申請技術積算条件 申請技術の積算方法
添付資料名・番号
（根拠データ等）

従来技術引用元

イニシャルコスト 単位数量当たり 55,000円／100㎡ 48,000円／100㎡ 12.7％向上
改良幅　□m　改良厚　○○mm
施工延長　△△m

改良幅　□m　改良厚　○○mm
施工延長　△△m

自社歩掛
【参考資料1】
○○○工法工事価格表（概算）

『国土交通省　土木積算基準』
（平成○○年度版）P.○～△△

－

ランニングコスト 対象外 － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

トータルコスト 合計額 55,000円／100㎡ 48,000円／100㎡ 12.7％向上 － － － － － －

備考

中 小 ①現行基準値等 ②現行基準との比較＜結果＞
③申請技術について実証により
確認した数値等

④従来技術との比較＜結果＞ ⑤申請技術の数値採取条件 ⑥実証方法・機関
⑦添付資料名・番号

（根拠データ等）
⑧基準値等の引用もと

構造 ○○の構造

施工後に△△がないこと。 適合 △△がないことを確認している。
従来も施工後に△△が

無いことから同等
○件の施工実績 施工実績において自社で確認

【添付資料1】
○○○工法施工要領

『土木工事共通仕様書　○－○
－○　△△』　平成○○年版
P.△△～◇◇

－

施工段階
※仮設工については施工段階の
安全性は含まない。

作業員に対する事故等の防止
作業員に対する事故等が発生
しないこと

適合
20件の施工実績において作業
員に対しての事故等は発生して
いないことを確認している。

従来も作業員に対して事故等は
発生してないので同等

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料2】
□□工事・施工計画書
安全管理

自社基準 －

物性 △△強度

△△強度　◇N/mm2 適合
△△強度　◇N/mm2であること
を確認した。

従来よりも△△強度が
増加するので向上

○○mm×○○mmの試験体で
△△強度を測定

△△試験
(財)○○試験センター

【添付資料3】
試験結果一覧　P.○

『土木工事共通仕様書　○－○
－○　△△』　平成○○年版
P.△△～◇◇

－

形状 □△の耐久性

□□がないこと。 適合
○□による□□がないことを確
認した。

従来も○□による
□□がないので同等

耐□△試験
□△試験
(財)○○試験センター

【添付資料3】
試験結果一覧　P.△

『道路橋示方書・同解説○○
編』
（H△．△月）　P.□□～△△

－

能力 特性値を保持する期間

－ －
□□年以上改修が不要である
ことを確認している。

従来は△△年で改修が
必要なので向上

試験施工
○○○工法試験施工
社内検証

【添付資料3】
試験結果一覧　P.□

－ －

材料 材料の規格

JIS○○○ 適合
使用材料はJIS○○○であるこ
とを確認している。

従来も使用材料は
JIS○○○なので同等

JIS規格
××試験
(財)○○試験センター

【添付資料3】
試験結果一覧　P.○

『土木工事共通仕様書　○－○
－○　△△』　平成○○年版
P.△△～◇◇

－

施工 使用機械

○○を使用して施工すること。 適合
○○を使用して施工しているこ
とを確認した。

従来も○○を使用
するので同等

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

自社規格 －

完成物 ○○の構造仕上げ

厚　±○○mm 適合
厚　±○○mmの範囲内である
ことを確認した。

従来より数値のばらつきが
無いので向上

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

『土木工事共通仕様書　○－○
－○　△△』　平成○○年版
P.△△～◇◇

－

合理化 工程

－ －
0.5日/100㎡であることを確認し
た。

従来は1日/100㎡
50％の短縮なので向上

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

－ －

現場条件 作業スペース
○m×○mの作業スペースが必
要。

適合
○m×○mの作業スペースがあ
れば施工可能であることを確認
している。

従来も○m×○mの作業
スペースが必要なので同等

試験施工
○○○工法試験施工
社内検証

【添付資料3】
試験結果一覧　P.□

自社基準 －

適用範囲 適用範囲
△△～□□の範囲内であるこ
と。

適合
△△～□□の範囲内で施工可
能であることを確認した。

従来より適用範囲が
広がったので向上

試験施工
○○○工法試験施工
社内検証

【添付資料3】
試験結果一覧　P.□

自社基準 －

自然条件 天候

悪天候時は施工しないこと。 適合
悪天候時は施工していないこと
を確認している。

従来も悪天候時は施工
できないので同等

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

自社基準 －

気温
施工時の周囲温度が0℃以上、
40℃以下であること。

適合
施工時の周囲温度が0℃以上、
40℃以下であることを確認して
いる。

従来も気温に関する
制約があるので同等

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

自社基準 －

施工管理 施工管理項目及び頻度

厚　○○㎡に1回 適合
厚の施工管理は、○○㎡に1回
行っていることを確認した。

従来も施工管理が、○○㎡に
1回必要なので同等

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

『土木工事共通仕様書　○－○
－○　△△』　平成○○年版
P.△△～◇◇

－

難易度 熟練工への依存度
○○の取り扱いには、△△の有
資格者が必要。

適合
○○の取り扱いには、△△の有
資格者が行っていることを確認
した。

従来も○○の取り扱いは
有資格者によるので同等

○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

自社基準 －

社会環境 資源

○○のリサイクル。 適合
○○をリサイクルし施工できるこ
とを確認している。

○○をリサイクルしているので
向上

◇◇試験
◇◇試験
(財)○○試験センター

【添付資料3】
試験結果一覧　P.※

自社基準 －

作業員環境

作業員環境 作業員環境への配慮。 適合
作業環境において作業員への
適切な配慮を講じていることを
確認した。

従来技術と同等 ○件の施工実績 施工実績において自社で確認
【添付資料1】
○○○工法施工要領

『土木工事安全技術施工指針
安全措置一般』平成○○年版
P.○○～○○

－

独自基準等の有無 技術指針、設計基準等 有　（自社基準）

積算基準等 有　（自社歩掛）

施工管理基準等 有　（自社基準）

その他

選定理由

評価項目 申請者記入欄

一般的に採用実績が多い工法なので、従来技術として××××工法を選定した。

大

経済性

比較対象とする従来技術

評価項目 申請者記入欄

大

安全性

※労働安全衛生法上の
安全性等は含まない。

耐久性

品質・出来形

施工性

周辺環境への影響

その他

この様式に記載された事項はNETISに登録され、公表されます
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申請者記入欄の語句の定義

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

「現行基準値等」： 基本事項で入力した「使用可能な工事の種類」に応じた現行基準値。＜場合により、自社設定値、製造基準値等、品質管理値　＞

「申請技術について実証により確認した数値等」： 評価項目毎の申請技術の数値等、内容、同要点説明

「現行基準との比較」： 「申請技術について実証により確認した数値等」を「現行基準値等」と比較した結果。また、「現行基準値等」に採取条件があり、「数値採取条件」と異なる場合は、その比較結果も入力。文章の場合は要旨。

「従来技術との比較」： 技術開発者が想定している従来技術の数値等との比較内容。

「申請技術の数値採取条件」： 「申請技術について実証により確認した数値等」を採取したときの条件。

「実証方法・機関」： 「申請技術について実証により確認した数値等」の実証方法と確認した機関名。（公共試験機関、自社）

「添付資料名・番号（根拠データ等）」： 「申請技術について実証により確認した数値等」の根拠となる申請時添付資料の資料番号とその資料名およびページ番号。

「基準値等の引用もと」： 「現行基準値等」が掲載されている引用元と、その数値が掲載されている箇所まで具体的に記述。

☆横項目について、下記の要領で記入してください。
①現行基準値
　現在、新技術を施工するにあたり、準用すべき基準、満たさなければならない事項等を出来るだけ詳細に記述して下さい。基準値となる数値等がある場合、その数値も記述して下さい。「特記仕様書による」や「設計図書による」場合は、記述した事例の時はどうだったのかを
具体的に数値で挙げてください。尚、標準的な基準が整備されていない様な場合は、開発時に協会や自社で掲げた規定値、目標などを、基準値、規格値とし記述しても構いません。
②現行基準との比較
　①と③を比較し、その結果を適合か不適合で記述して下さい。
③申請技術について実証により確認した数値等
  ここには実証実験や試験施工、計算等で確認された数値などを記述して下さい。出来るだけ定量的な記述をお願いしていますが、対応する基準内容によっては文章による表現である場合もあり得ます。適宜対応してください。
④従来技術との比較
　従来技術はもちろん①現行基準値を満たしているはずですが、その数値と③申請技術について実証により確認した数値等を比較し、向上、同等、低下の中から記述して下さい。合わせてその理由も記述できるとよいでしょう。
⑤申請技術の数値採取条件
　⑥の実証方法・機関で採取した③の数値等が、いかなる条件下で採取されたものかを記述して下さい。例えば実際に何十メートルもの施工を行った上で、ランダムに採取した数値なのか、試験的に小さなものを作って採取したものなのか、計算値のみなのか等。
⑥実証方法・機関
  ここには行った試験の名称や内容、またそれはどこで行った試験なのかが分かるように具体的な機関名や工事名等を記述して下さい。
⑦添付資料名・番号
  ここには、最終的に電子媒体として提出して頂く資料に各々資料番号を付して頂き、その資料名と番号を記述して下さい。最終的に提出して頂くときに資料には通し番号をふって頂きます。　技術概要説明資料・様式2の添付資料で記述されたものと整合させて下さい。尚、開
示できないものは「参考資料」などとして下さい。
⑧基準値等の引用もと
　①の基準値等がどの書物・文献から引用したものなのかが分かるように、その書物名や発行年度、引用した章やページも記述して下さい。尚、①を協会や自社で設定した値にした場合は、協会基準や自社基準などとしても構いません。

☆縦項目については、技術により小項目の内容が変わります。資料が何枚になっても構いませんので、技術の分野によって必要と思われる項目は追加してください。尚、縦項目の大・中項目は変更、削除しないで下さい。

※様式３を記述する際、様式２での記載内容と整合するようにして下さい。
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【区分】　　レベル１－レベル２ 詳細説明資料記入例　（材料） 様式３

技術の名称 ○○○ 技術名称 ×××

開発会社名 △△△△株式会社

ＮＥＴＩＳ登録番号 □登録済み：登録番号【　　　　　　　　　　　　　】　　　　　■未登録

申請先の地方整備局 関東地方整備局　関東技術事務所

分類 〔レベル１：公園〕、〔レベル２：公園植栽工〕、〔レベル３：植栽工（中・低木）〕、〔レベル４：　　　〕

使用可能な工事の種類 道路植栽工、公園植栽工 その他

備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞ 従来技術積算条件 申請技術積算条件 申請技術の積算方法
添付資料名・番号
（根拠データ等）

従来技術引用元

1,000㎡ 1,000㎡

4kg/㎡施用 500g/㎡施用

450円/20㎏袋 2,300～2,500円/20㎏袋

○年毎の追肥 ○年毎の追肥

4kg/㎡施用 500g/㎡施用

450円/20㎏袋 2,300～2,500円/20㎏袋

その他 － － － － － － － － －

トータルコスト 合計 180,000円/1000㎡ 125,000円/1000㎡ 30.6%向上 － － － － － －

備考

中 小 ①現行基準値等 ②現行基準との比較＜結果＞
③申請技術について実証により
確認した数値等

④従来技術との比較＜結果＞ ⑤申請技術の数値採取条件 ⑥実証方法・機関
⑦添付資料名・番号

（根拠データ等）
⑧基準値等の引用もと

構造

△△量 ○○に影響がないこと 適合
○○でも問題なく○○すること
を確認した。

従来技術のように○○の心配
がないため、過剰施用になって
も問題なく○○するので向上。

それぞれ○m×○mの試験区で
施用量を変化させ、◇◇での試
験を実施。

○○試験
□□□総合研究所

添付資料－③（○○試験結果）
添付資料－⑤（学会発表論文）
参考資料－②（△△△△要覧）

□□□□法
最終改正：平成○○年
P.△△～□□

－

含有微生物 － －
△△個/gの△△△△という微生
物を含んでいることを確認した。

従来技術より多くの微生物を含
んでおり、土壌団粒化が促進さ
れるので向上。

それぞれ○m×○mの試験区
で、□□での試験を実施

○○試験
（財）○×食品分析センター

添付資料－④（□□□試験結
果）

－ －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

物性

○○○ ○○を△△%以上含有する 適合
○○を△△～◇◇%含有してい
ることを確認した。

従来技術より○○を多く含有し
ているので向上。

それぞれ○m×○mの試験区
で、□□での試験を実施

○○試験
※※※財団

添付資料－②（○○試験結果）
参考資料－②（△△△△要覧）

自社基準 －

形状

○○ ○○の△△とする 適合
○○と○○を製造していること
を確認した。

従来技術より用途により使い分
けることができ、従来技術より使
用環境が向上。

○件の施工実績
○○㈱製造工場を
自社にて検証

参考資料－④（○○○肥料の
特徴と利用）

自社基準 －

能力

◇◇ 緩効性◇◇ 適合
2年間の栽培の結果、pH矯正に
よる土壌改良効果と養分供給
効果を確認した。

従来技術より効果が持続する
ので向上。

□□□研究所で○年間○○の
実施

△△の調査
□□□総合研究所

添付資料－⑤（学会発表論文）
○○○○○○
（財）○○○協会　H□□年
P.○○～○○

－

材料

主成分 □□等が、××したもの 適合
○○産の□□が××であるこを
確認した。

従来技術より△△を多く含有す
るので向上。

それぞれ○m×○mの試験区
で、□□での試験を実施

○○試験
（財）○×センター

添付資料－④（□□□試験結
果）

□□□□法
最終改正：平成○○年
P.△△～□□

－

施工

施工後の作業 － －
施工後に○○を行うことで、○
○することを確認した。

従来技術より○○しやすく、○
○が早いので向上。

○○試験
○件の施工実績において
自社にて検証

参考資料－④（○○○の特徴と
利用）

－ －

植物の生長 植物に影響がないこと 適合
植物の生育を促進させ、対病性
も向上することを確認した。

従来技術より○○の効果で対
病性が向上する。

○○県の畑で△△の露地栽培
△△の調査
○○○○大学

添付資料－⑦（××試験）
参考資料－②（△△△△要覧）

□□□□法
最終改正：平成○○年
P.△△～□□

－

pH調整 酸性土壌を改良する 適合
pH○以下の酸性土壌を改良
し、植物の生育に適した環境を
作ることを確認した。

従来技術では他の資材が必要
だが、一つの資材で可能となっ
たので向上。

□m四方の試験区で○○試験
を行い、△△の分析

○○試験
□□□総合研究所

添付資料－⑤（学会発表論文） 自社基準 －

土壌改良 植物の生育に適した土壌を作る 適合
微生物による団粒化の促進や、
pH矯正により、土壌環境が改良
されることを確認している。

従来技術の土壌改良に加え、
pH矯正を同時に行い、より生育
に適した土壌環境の作成を可
能としたので向上。

□m×□mの試験区
○○調査
（財）○△□分析センター

添付資料－②（○○試験結果）
添付資料－④（□□□試験結
果）

自社基準 －

△△量 △△量を低減する 適合
○○○～○○○g/㎡であること
を確認した。

従来技術は△～△㎏/㎡に対
し、○○○～○○○g/㎡で□/
□とし、施工性が向上。

○件の施工実績
◇◇試験
自社にて検証

添付資料－⑤（学会発表論文） 自社基準 －

工程 － －
1日/1000㎡であることを確認し
た。

従来も、1日/1000㎡なので同等
である。

○件の施工実績
１日あたりの施工量調査
自社にて検証

添付資料－⑧（積算・工程資
料）

－ －

適用範囲

pH条件
pH○以下の酸性土壌のpHを改
良する

適合
酸性土壌も改良するので、適用
範囲が広いことを確認した。

従来技術より適用範囲が拡大
するので向上。

□m四方の試験区で○○試験
を行い、△△の分析

◇◇試験とpH△△試験
（財）△△県農林研究財団

添付資料－③、（○○試験結
果）
⑤（学会発表論文）

○○○○○○
（財）○○○協会　H□□年
P.○○～○○

－

自然条件

天候・気温 植物の生育可能範囲内 適合
栽培植物に適した自然条件が
必要である事を確認した。

従来技術と同等 屋内での□m×□mの試験区
◇◇試験
（財）○○○協会

参考資料－①（△△と資材） 自社基準 －

施工管理

△△量の指導 施工前に△△量の指導が必要 適合
施工業者に△△量の指導をし
ていることを確認した。

基準値の倍量で施工を実施し
ても問題なく生育するので同
等。

○件の施工実績
○○試験
自社にて検証

添付資料－③、（○○試験結
果）
⑤（学会発表論文）

△△と資材
（財）○○○協会　H△△年度
P.○○～□□

－

難易度

施工に際する知識
未熟、完熟を見極める必要がな
い

適合
施用が可能な状態で○○でき
ることを確認した。

従来技術と違い、誤って未熟な
状態で施用してしまう心配がな
いので向上。

○件の施工実績
△△試験、○○試験
（財）○×食品分析センター
□□□総合研究所

添付資料－②（○○試験結
果）、③（○○試験結果）、④（□
□□試験結果）、⑦（××試験
結果）

△△と資材
（財）○○○協会　H△△年度
P.○○～□□

－

品質・出来形

施工性

選定理由

評価項目 申請者記入欄

□□□で土壌改良材としても使用されており、申請技術の使用目的と近いため×××を選定した。

耐久性

比較対象とする従来技術

大

経済性

申請者記入欄

大

評価項目

安全性

※労働安全衛生法上の安全
性等は含まない。

ランニングコスト

施工段階
※仮設工については施工段階
の安全性は含まない。

合理化

イニシャルコスト

完成物

追肥

単位数量当たり
建設物価（平成○○年○月号）

P.△△△

建設物価（平成○○年○月号）
P.△△△

自社歩掛 添付資料－⑧（積算・工程資料）

自社歩掛 添付資料－⑧（積算・工程資料）

90,000円/1000㎡ 62,500円/1000㎡ －

－

30.6%向上

90,000円/1000㎡ 62,500円/1000㎡ 30.6%向上

この様式に記載された事項はNETISに登録され、公表されます
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社会環境

化学肥料削減
環境に悪影響を与える化学肥
料の使用量削減

適合
肥料効果もあるため、化学肥料
の代替品となることを確認した。

従来技術より化学肥料を使用し
ないため環境への負荷を軽減
できるので向上。

□m×□mの試験区
○○試験
（財）○×センター

添付資料－②（○○試験結果） 自社基準 －

作業員環境

天然品の使用 － －
天然品のため、作業員に対して
も安全に使用することが可能で
あることを確認した。

従来技術と同等 ○件の施工実績
○○試験
自社にて検証

参考資料－①（△△と資材） － －

独自基準等の有無 技術指針、設計基準等 有（自社基準）

積算基準等 有（自社歩掛）

施工管理基準等 有（自社基準）

その他

申請者記入欄の語句の定義

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

「添付資料名・番号（根拠データ等）」： 「申請技術について実証により確認した数値等」の根拠となる申請時添付資料の資料番号とその資料名およびページ番号。

「基準値等の引用もと」： 「現行基準値等」が掲載されている引用元と、その数値が掲載されている箇所まで具体的に記述。

「申請技術の数値採取条件」： 「申請技術について実証により確認した数値等」を採取したときの条件。

「実証方法・機関」： 「申請技術について実証により確認した数値等」の実証方法と確認した機関名。（公共試験機関、自社）

基本事項で入力した「使用可能な工事の種類」に応じた現行基準値。＜場合により、自社設定値、製造基準値等、品質管理値　＞

「現行基準との比較」： 「申請技術について実証により確認した数値等」を「現行基準値等」と比較した結果。また、「現行基準値等」に採取条件があり、「数値採取条件」と異なる場合は、その比較結果も入力。文章の場合は要旨。

「従来技術との比較」： 技術開発者が想定している従来技術の数値等との比較内容。

評価項目毎の申請技術の数値等、内容、同要点説明「申請技術について実証により確認した数値等」：

「現行基準値等」：

周辺環境への影響

その他

☆横項目について、下記の要領で記入してください。
①現行基準値
　現在、新技術を施工するにあたり、準用すべき基準、満たさなければならない事項等を出来るだけ詳細に記述して下さい。基準値となる数値等がある場合、その数値も記述して下さい。「特記仕様書による」や「設計図書による」場合は、記述した事例の時はどうだったのかを
具体的に数値で挙げてください。尚、標準的な基準が整備されていない様な場合は、開発時に協会や自社で掲げた規定値、目標などを、基準値、規格値とし記述しても構いません。
②現行基準との比較
　①と③を比較し、その結果を適合か不適合で記述して下さい。
③申請技術について実証により確認した数値等
  ここには実証実験や試験施工、計算等で確認された数値などを記述して下さい。出来るだけ定量的な記述をお願いしていますが、対応する基準内容によっては文章による表現である場合もあり得ます。適宜対応してください。
④従来技術との比較
　従来技術はもちろん①現行基準値を満たしているはずですが、その数値と③申請技術について実証により確認した数値等を比較し、向上、同等、低下の中から記述して下さい。合わせてその理由も記述できるとよいでしょう。
⑤申請技術の数値採取条件
　⑥の実証方法・機関で採取した③の数値等が、いかなる条件下で採取されたものかを記述して下さい。例えば実際に何十メートルもの施工を行った上で、ランダムに採取した数値なのか、試験的に小さなものを作って採取したものなのか、計算値のみなのか等。
⑥実証方法・機関
  ここには行った試験の名称や内容、またそれはどこで行った試験なのかが分かるように具体的な機関名や工事名等を記述して下さい。
⑦添付資料名・番号
  ここには、最終的に電子媒体として提出して頂く資料に各々資料番号を付して頂き、その資料名と番号を記述して下さい。最終的に提出して頂くときに資料には通し番号をふって頂きます。　技術概要説明資料・様式2の添付資料で記述されたものと整合させて下さい。尚、開
示できないものは「参考資料」などとして下さい。
⑧基準値等の引用もと
　①の基準値等がどの書物・文献から引用したものなのかが分かるように、その書物名や発行年度、引用した章やページも記述して下さい。尚、①を協会や自社で設定した値にした場合は、協会基準や自社基準などとしても構いません。

☆縦項目については、技術により小項目の内容が変わります。資料が何枚になっても構いませんので、技術の分野によって必要と思われる項目は追加してください。尚、縦項目の大・中項目は変更、削除しないで下さい。

※様式３を記述する際、様式２での記載内容と整合するようにして下さい。
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様式４ 比較表記入例
技術名　：　〇〇〇工法

新技術 従来技術 類似技術 類似技術 類似技術
〇〇〇工法 ××××工法 ◇◆◇工法 △▲▽機工法 ∞∞工法

工法概要
○○を用いた△△をする

□□工法である。

概略図

経済性
48,000円／100㎡

（12.7％向上）
55,000円／100㎡

△△△円／100㎡
（△△％向上）

評価 ◎ - ○

工程・工期
0.5日／100㎡
（○○％短縮）

1日／100㎡
□□日／100㎡
（□□％短縮）

評価 ◎ - ○

品質 JIS○○○を使用 JIS○○○を使用 JIS○○○を使用

評価 △ - △

出来形 厚　±○○mm 厚　±○○mm 厚　±○○mm

評価 ○ - △

現場条件
○m×○mの施工ヤード

があれば施工可能。
○m×○m以上の施工ヤード

が必要である。
○m×○mの施工ヤード

が必要である。

評価 △ - △

設計条件 設計時に○○の確認が必要。 設計時に○○の確認が必要。 設計時に△△であるか確認が必要。

評価 △ - △

安全性 △△がないこと。 △△がないこと。 △△がないこと。

評価 △ - △
ＮＥＴＩＳ番号 － - ☆☆－☆☆☆☆☆

備考 － － －

総合評価 ◎ - ○

　この列には様式２・３で記載した従来技
術と同一のものに関して記載して下さい。

＜比較表について＞
①比較表は従来技術を基準に新技術、類似技術を比較してください。
②従来技術は、様式２・３で記載した従来技術と同一のものを記載して下さ
い。また、類似技術については、NETIS上で検索できる技術を最低網羅してく
ださい。
③技術の種類によって、比較の項目を付加する必要がある場合は、適宜対
応して下さい。（安全性より下へ追加してください。ページ数が増えるのは構い
ません。）
④項目の変更、削除はしないで下さい。
⑤サイズは５００ＫＢ以下にして下さい。
⑥Ｅｘｃｅｌ、Ａ４横で作成して下さい。
⑦従来技術の評価欄は、全て「－」として下さい。
⑧対象とならない項目は、「－」を記入して下さい。
⑨類似技術は、新技術・従来技術で記述された内容（同一の視点）について、
NETIS情報で確認できることを記載して下さい。評価項目に記述できない場合
は、評価も「－」を記入して下さい。

　☆様式４を作成する際は、申請マニュアルP.29、様式４の書き方のポイント
を参照して下さい。

　この列にはＮＥＴＩＳ上にある類似の技術、及び
載っていないが知っている類似の技術について、記
載して下さい。

　この列には様式１・２・３で記載した新技術
と同一のものに関して記載して下さい。
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これは関東技術事務所申請者用マニュアルです
【詳細説明資料（様式４）の作成】

１，技術名
・新技術
　技術概要説明資料（様式１、２、３）で記述したものと同一とする。
・従来技術
　技術概要説明資料（様式２、３）で記述したものと同一とする。
・類似技術
　新技術、従来技術と似ている技術をＮＥＴＩＳ情報から検索し、最低網羅してください。
　（ＮＥＴＩＳ情報に掲載されていないものでも構いません。）

２，工事概要
・箇条書きで簡潔に記述してください。
（新技術・類似技術は、アブストラクトを記述されても構いません。）

３，概略図
・視覚的に特徴がつかみやすい写真や図画などを記載してください。

４，経済性
・技術概要説明資料（様式２、３）で記述した内容と同一とする。
【例】　４８，０００円／１００㎡
※類似技術は、NETIS情報で掲載されている単位数量当たりの金額を記述して下さい。
新技術・従来技術と同じ単位数量当たりの金額ではない場合、評価は「－」を記述して下さい。
新技術・従来技術と同じ単位数量当たりの金額に換算して記述できる場合は、NETIS情報の
金額の下に（　）書きで、換算された単位数量当たりの金額を記述し、その金額で評価をして下さい。
【例】　△△△円／10㎡
　　　（▲▲▲円／100㎡　△△％向上）

５，工程・工期
・技術概要説明資料（様式２、３）で記述した内容と同一とする。
【例】　０．５日／１００㎡
※類似技術は、NETIS情報で掲載されている単位数量当たりの工程を記述して下さい。
新技術・従来技術と同じ単位数量当たりの工程ではない場合、評価は「－」を記述して下さい。
新技術・従来技術と同じ単位数量当たりの工程に換算して記述できる場合は、NETIS情報の
工程の下に（　）書きで、換算された単位数量当たりの工程を記述し、その工程で評価をして下さい。
【例】　□□日／10㎡
　　　（■■日／100㎡　□□％向上）

６，品質～安全性
・技術概要説明資料（様式２、３）で記述した内容と整合するように記述して下さい。
※類似技術に関して記述する際、新技術・従来技術の記述と同じ内容（同一の視点）について、
NETIS情報で確認できることを記述して下さい。評価項目に記述できない場合は、
評価も「－」を記入して下さい。誤った内容や中傷するような内容は記述しないよう注意して下さい。

７，評価
・従来技術との比較結果を下記の中から選び記述して下さい。
　著しく向上：　◎
　　　向上 　：　○
　　　同等 　：　△
　　　低下 　：　×
※従来技術を基準とし新技術、類似技術を比較するので、従来技術の評価は、全て「－」で記載して下さい。

８，ＮＥＴＩＳ番号
・ＮＥＴＩＳ上から検索した類似技術のＮＥＴＩＳ番号を確認し記述して下さい。
【例】　ＫＴ－○○○○○○－Ａ

９，備考
・特筆すべき事項などを記述して下さい。

１０，項目の追加
・経済性～安全性までの7項目以外でも、技術の特徴となる項目があれば安全性より
下へ追加し、記述して下さい。
【例】環境性、施工性
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様式Ⅰ-15

平成 　年　　　月　　　日

国土交通省

　関東地方整備局長 　　　殿

ふ り が な

会 社 名 法人印
ふ り が な

代 表 者 氏 名

所 在 地 公　印

電 話

NETIS掲載情報の変更・更新について、下記のとおり申請します。

記

ふ り が な

1. 技 術 名 称 ：
ふ り が な

（ 商 標 名 ） ：

NETIS 登 録 番 号 ：

2. 変更・更新内容 ：

ふりがな

3. 担 当 窓 口 ： 氏   名

会 社 名

所 属
所 在 地
電 話

F A X

4. 添 付 資 料 ：

変更・更新申請書（様式Ⅰ－１５）の記入について

       申請書にご記入していただく内容の不備が大変多くなっております。

         作成の際は必ず注意事項をご確認ください。

公共工事等における新技術活用システム
NETIS 掲 載 情 報 の 変 更 ・ 更 新 申 請 書

関東地方整備局長名を
記入してください。

「ふりがな」をすべての記載指示箇所に
記入してください。
アルファベットにもふりがな（読み方）をつけて
ください。
カタカナには必要ありません。

※注意事項※
・法人印、公印は必ず押してください。
・誤記等の掲載ミスも虚偽記載として扱われる場合があるため、慎重に記入してください。

必ず様式２と同一の技術名称を
記入してください。

変更・更新により、修正し提出される資料名（様式２、
様式３等）や、新たに追加された根拠資料（添付資
料、参考資料）について記入して下さい。

ご提出日を記入してください。
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様式Ⅰ-19

平成 　年 　　月 　　日
受付地整等
国土交通省

　関東　地方整備局長　（北海道開発局長）

　　　　　　　　　　　　　　 殿

ふ り が な

会 社 名 法人印
ふ り が な

代表者氏名 公印

所 在 地

電 話

　平成　　　年　　　月　　　日付で 関東 地方整備局において登録申請した下記技術について、

本格運用（平成18年8月1日運用開始）の実施規約に同意致します。

記

ふ り が な

1. 技 術 名 称 ：
ふ り が な

（ 商 標 名 ） ：

NETIS登録番号 ：

ふりがな

2. 担 当 窓 口 ： 氏   名

会 社 名

所 属
所 在 地
電 話

F A X

実施規約　同意書

実施規約　同意書（様式Ⅰ-19）の記入について

       実施規約　同意書にご記入していただく内容の不備が大変多くなっております。

         作成の際は必ず注意事項をご確認ください。

二重線で消してください。

関東地方整備局長名を
記入してください。

「ふりがな」をすべての記載指示箇所に
記入してください。
アルファベットにもふりがな（読み方）をつけて
ください。
カタカナには必要ありません。

必ず様式２と同一の技術名称を
記入してください。

※注意事項※
・申請書は必ずＡ３横・両面印刷としてください。表裏2枚をのり付けしたもの、表裏一枚ずつのま
まのもの、天地逆のもの等で提出された場合は、受理出来ません。
・法人印、公印は必ず押してください。
・誤記等の掲載ミスも虚偽記載として扱われる場合があるため、慎重に記入してください。

関東を記入し
て下さい。

様式Ⅰに記載した年月日、または
登録のお知らせにある年月日を記
入して下さい。

関東を記入し
て下さい。

ご提出日を記入してください。
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見  　本 資料Ｋ－３

　年 　   月   　 日

関東技術事務所

新 技 術 担 当 者  殿

　会 社 名 　 公 印

　郵送物等の送付先については、下記へ送付願います。

  また、人事異動等で担当者や取り扱い部署に変更は生じた場合は、速やかに

新規担当者を書面にて伝えるものとします。

  郵 便  番 号 ：

  住          所 ：

  会    社   名 ：

  部  ・ 課  名 ：

  係          名 ：

  担    当   者 ： 　　　印

  電  話 番 号 ：

  Ｆ Ａ Ｘ 番号 ：

　　　郵送物等送付先登録申請（新規・更新）

＊郵送物等送付先登録申請書の提出について＊
登録された概要説明資料に記載されている連絡先へ郵送物等を送付した際、
担当者の転勤・退社等の理由でそのまま返送されてくる事が多々あります。新
技術情報の掲載については会社として責任をもっていただけるようお願いして
います。（申請が個人の場合を除く）
よって、郵送物等が返送されてきた場合は、「申請者と連絡が取れない技術」と
して取り扱います。
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資料Ｋ－４
平成　　年　　月　　日

　　　新技術担当　殿

　　　○○（株）

　　　記

新技術登録に際し、提出する電子媒体資料のコンピュータウィルス
（発見、感染、発病）についての確認報告書

コンピュータウイルスの（発見・感染・発病）について、異常がなかったことを下
記のとおり報告します。

新技術名称
　
登録番号（更新時のみ）
　
会社名

実務担当者名

ＴＥＬ（外線及び内線番号）

Ｅ－ｍａｉｌ

チェックした駆除ソフト名

チェックした年月日
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注１ 変更・更新データは、必ず最新の『新技術情報入力システム』により作成して下さい。

　　　 なお、最新の『新技術情報入力システム』により、お手元の元データを読み込むと「概要」

「適用条件」等、既に記載されている項目が消えてしまう場合がありますので、その箇所については

「申請書類作成マニュアル（Ｐ．８・９）」及び「資料提出前チェックシート」を参考に①・・・、②・・・等の

項目を記入してから、それぞれに答えるような形式にして下さい。

注２ 最新データを印刷したものに、変更・更新箇所が分かるように、蛍光ペン等で着色しＰＤＦ化

して下さい。

注３ 既に提出されている方で技術の内容が改善された場合などは、申請者の意志により新たに提出

    　 されることも可能です。

注４ 変更・更新用書類作成後、提出書類一式を送信する前に、更新セットにある

「関東技術事務所用変更・更新書類提出前チェックシート（更新用）」にて間違いがないか

自己診断を行って下さい。

注５ 特許関係資料（資料Ｋ－１）、開発体制資料（Ｋ－２）について

※初回（前回）提出時に出願中で現在特許を取得した（または特許を取得できなかった）場合など、

状況が変わった場合に提出して下さい。

注６ 電子媒体資料（ＭＯ・ＣＤ－ＲＷ）

※関東技術事務所では新規申請の際、新技術に関するパンフレットや学会資料などの電子化に

ご協力していただいております。

変更・更新手続きの際、電子化された新技術に関わる資料と収納されているデータの目次の提供を

お願いします。

【　注　意　事　項　】

（重要）必須データとして、様式３にて記入した添付資料・参考資料のコピー（スキャナー等で読み込んだ物）

実施規約同意書についての注意事項
・実施規約同意書（様式Ⅰ－１９）は必ずＡ３横・両面印刷としてください。表裏2枚をのり付けし
たもの、表裏一枚ずつのままのもの、天地逆のもの等で提出された場合は、受理出来ません。
・掲載内容には必ず代表者印を押してください。
・誤記等の掲載ミスも虚偽記載として扱われる場合があるため、慎重に記入してください。

TEL　０４７－３８９－５１２７
FAX　０４７－３８９－５１５９
http://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/
E-mail:netis@ktr.mlit.go.jp

〒２７０－２２１８
千葉県松戸市五香西６－１２－１
国土交通省　関東技術事務所
施工調査課
新技術担当
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